
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

省

令

改

正

後

改

正

前

（
法
第
二
条
第
十
一
号
イ
に
規
定
す
る
法
務
省
令

で
定
め
る
者
）

第
一
条
の
二

法
第
二
条
第
十
一
号
イ
に
規
定
す
る

法
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す

る
。

﹇
条
を
加
え
る
。﹈

一

あ
る
者
及
び
そ
の
完
全
子
法
人
（
あ
る
者
が

そ
の
株
式
又
は
持
分
の
全
部
を
有
す
る
法
人
を

い
う
。
以
下
同
じ
。）又
は
当
該
あ
る
者
の
完
全

子
法
人
が
当
事
者
の
全
部
又
は
一
部
の
発
行
済

株
式
（
議
決
権
の
あ
る
も
の
に
限
る
。）又
は
出

資
の
総
数
又
は
総
額
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る

数
又
は
額
の
株
式
（
議
決
権
の
あ
る
も
の
に
限

る
。）又
は
持
分
を
有
す
る
場
合
（
当
該
当
事
者

の
全
部
又
は
一
部
が
次
号
に
定
め
る
法
人
で
あ

る
場
合
を
除
く
。）に
お
け
る
当
該
あ
る
者

二

当
事
者
の
全
部
又
は
一
部
が
法
律
又
は
定
款

の
定
め
に
よ
り
そ
の
業
務
を
社
員
（
当
該
法
人

が
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を
定
め
た
場
合
に
あ

つ
て
は
、
そ
の
社
員
。
以
下
同
じ
。）の
過
半
数

を
も
つ
て
決
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
人

で
あ
つ
て
、
あ
る
者
及
び
そ
の
完
全
子
法
人
が

当
該
法
人
の
社
員
の
過
半
数
を
占
め
る
場
合
に

お
け
る
当
該
あ
る
者

２

前
項
各
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ

ら
の
規
定
の
あ
る
者
及
び
そ
の
完
全
子
法
人
又
は

当
該
あ
る
者
の
完
全
子
法
人
が
他
の
法
人
の
株
式

又
は
持
分
の
全
部
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該

他
の
法
人
は
、
完
全
子
法
人
と
見
な
す
。
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〇
法
務
省
令
第
四
十
六
号

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
規
定
に

基
づ
き
、
及
び
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
八
月
二
十
四
日

法
務
大
臣

三
好

雅
子

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
二
年
法
務
省
令
第
七
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
を
加
え
る
。

〔
省

令
〕

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
法
務
四
六
）

〔
告

示
〕

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
四
五
）

〇
エ
ク
ア
ド
ル
共
和
国
政
府
に
対
す
る
贈
与

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
エ
ク
ア
ド
ル
共

和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
外
務
三
四
一
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
十
七

条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
危
機
対
応

業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在

地
を
変
更
す
る
件

（
財
務
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
一
八
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
六
四
〇
〜
一
六
四
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
六
四
五
〜
一
六
四
九
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
一
六
五
〇
〜
一
六
五
九
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
一
八
〇
〜
一
八
四
）

〇
海
上
に
お
け
る
空
対
空
射
撃
訓
練
を
実
施

す
る
件
（
同
一
八
五
〜
一
八
九
）

〇
海
上
に
お
け
る
空
対
空
射
撃
訓
練
及
び
試

験
並
び
に
水
上
標
的
に
対
す
る
射
爆
撃
訓

練
及
び
試
験
を
実
施
す
る
件（
同
一
九
〇
）

〇
海
上
に
お
け
る
空
対
空
射
撃
訓
練
及
び
水

上
標
的
に
対
す
る
射
爆
撃
訓
練
を
実
施
す

る
件
（
同
一
九
一
）

〇
海
上
に
お
け
る
水
上
標
的
に
対
す
る
射
爆

撃
訓
練
を
実
施
す
る
件
（
同
一
九
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
一
三
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
六
四
、
六
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
〇
五
、
一
〇
六
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

採
用
候
補
者
名
簿
の
有
効
期
間
の
満
了

（
人
事
院
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
有
権
者
申
出
方
、
証
票
無
効
、
国

営
土
地
改
良
事
業
の
工
事
完
了
、
建
設
業

の
許
可
の
取
消
処
分
、隊
員
の
懲
戒
処
分
、

一
般
の
退
職
手
当
等
の
全
部
を
支
給
し
な

い
こ
と
と
す
る
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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